
　

2021/12/31 2021/12/31 2022/1/28
（前年末） （前月末） （前週末） 水準 日付 水準 日付

日経平均 円 28,791.71 28,791.71 26,717.34 30,795.78 2021/9/14 16,358.19 2020/3/19
NYダウ ﾄﾞﾙ 36,338.30 36,338.30 34,725.47 36,952.65 2022/1/5 18,213.65 2020/3/23
円/ﾄﾞﾙ 円 115.08 115.08 115.26 116.35 2022/1/4 101.19 2020/3/9

　

　　　　　　　　　

 

単位
過去3年高値 過去3年安値

今週の日本株市場は、米金融政策への不透明感やオミクロン株の感染拡大懸念が残る中で、下値を模索する展開を予想します。

先週のFOMC後の記者会見におけるパウエルFRB議長の発言などから、次回3月会合での利上げの蓋然性が高まる一方、その後の

利上げペースやバランスシートの縮小開始時期などに対する不透明感は払しょくされず、当面の資産市場は当局者の発言など、こ

れらに対する思惑に左右される展開が続くとみています。また、国内においてオミクロン株による感染拡大に歯止めがかからず、

週内にも東京都が政府に緊急事態宣言の発出を要請する可能性があることや、ウクライナ情勢が緊迫化していることなども株価の

下押し材料に働くとみています。但し、現状の株価水準は企業業績対比でみたバリュエーション面での割安感が強まっており、国

内外の主要企業の決算発表において業績の改善傾向が確認されれば株価の下支えに働くとみています。その他の注目材料として、

日本では31日の鉱工業生産、米国では1日のISM製造業景況指数、4日の非農業部門雇用者数変化、欧州では31日のユーロ圏GDP

速報値、3日のECB政策理事会、英国では3日のBOE金融政策委員会、国際では2日のOPECプラス閣僚級会合などが挙げられま

す。
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～ 米金融政策への不透明感やオミクロン株の感染拡大懸念が残る中で、下値を模

索する展開 ～

本資料は、朝日ライフ アセットマネジメント（以下、「当社」といいます。）が、投資の参考となる情報提供を目的として作成したもので、特定の商品に対する投資勧誘を意図するもので

はありません。本資料は当社が信頼できると判断した情報に基づき作成しておりますが、その正確性、完全性を保証するものではありません。資料中に記載されたグラフ、数値等は過

去の実績であり、将来の運用成果等を保証するものではありません。また、コメントについては作成日時点での判断であり、将来予告なく変わることがあります。最終的な投資決定は

お客様ご自身の判断でなさるようにお願いいたします。
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＜日本株（日経平均）＞ ＜米国株（NYダウ）＞ ＜円/ドル＞

１．日米株式と円／ドルの推移

（注）チャートは過去1年
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週刊日本株レポート （1/31～2/4）

１．日米株式と円／ドルの推移

４．日本株市場 今週の見通し

金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第301号

加入協会：一般社団法人投資信託協会/一般社団法人日本投資顧問業協会

URL：http://www.alamco.co.jp

先週の日本株市場は、週間ベースで日経平均が▲804.92円（▲2.92％）、TOPIXが▲50.29ポイント（▲2.61％）となり、米

利上げ加速への警戒感が強まったことから大幅に下落しました。業種別（東証33業種）でみると、鉱業、保険業、銀行業などの9

業種が上昇した一方、サービス業、電気機器、精密機器などの24業種が下落しました。

週初24日は、先々週の下落による値ごろ感から主力銘柄に押し目買いが入ったことで小幅上昇して始まったものの、翌25日は、

FOMC（米連邦公開市場委員会）を控えて米早期金融引き締めが警戒されたことや、ウクライナを巡る地政学リスクが意識された

ことなどから大幅に下落しました。27日は、パウエルFRB（米連邦準備理事会）議長がFOMC後の記者会見で想定以上にタカ派

的な姿勢を示したことにより米利上げ加速への警戒感が強まり、一層の大幅下落となりました。週末28日は、取引中の米株価指数

先物が堅調に推移したことなどから自律反発を狙った買いの動きが優勢となり、大幅に反発して引けました。

２．日本株市場 先週の振り返り ～ 米利上げ加速への警戒感が強まったことから大幅に下落 ～

３．今週の主な予定

※ 当社が信頼できると判断した情報に基づき作成

～ 米金融政策への不透明感やオミクロン株の感染拡大懸念が残る中で、下値を模

索する展開～

日程 曜日 国・地域 項目 期間 前回
日本 鉱工業生産（前月比） 12月 +7.0%
欧州 ユーロ圏GDP速報値（前期比） 10-12月期 +2.2%
ドイツ CPI（消費者物価指数）（前年比） 1月 +5.3%
日本 失業率 12月 +2.8%
欧州 ユーロ圏失業率 12月 +7.2%
米国 ISM製造業景況指数 1月 58.8
欧州 ユーロ圏CPI（除食品・エネルギー・たばこ/前年比） 1月 +2.6%
国際 OPECプラス閣僚級会合（オンライン形式）
欧州 ECB（欧州中央銀行）政策理事会
英国 BOE(イングランド銀行）金融政策委員会

製造業受注（前月比） 12月 +1.6%
ISM非製造業景況指数 1月 62.3

中国 北京冬季オリンピック開幕（20日閉幕）
欧州 ユーロ圏小売売上高（前月比） 12月 +1.0%
ドイツ 製造業受注（前月比） 12月 +3.7%
米国 非農業部門雇用者数変化 1月 199千人

国内 決算発表　：

海外 決算発表　：

2月3日 Thu
米国

決算発表予定　他

1月31日 Mon

2月1日 Tue

2月2日 Wed

2月4日 Fri

1/31 NXPｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀｰｽﾞ 2/1 UBSｸﾞﾙｰﾌﾟ､GM､ｴｸｿﾝﾓｰﾋﾞﾙ､UPS､ﾍﾟｲﾊﾟﾙ､ｱﾄﾞﾊﾞﾝｽﾄ･ﾏｲｸﾛ･ﾃﾞﾊﾞｲｼｽﾞ､ｷﾞﾘｱﾄﾞ､ｽﾀｰﾊﾞｯｸｽ､ｱﾙ
ﾌｧﾍﾞｯﾄ 2/2 ﾉﾊﾞﾙﾃｨｽ､ﾒﾀ･ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑｽﾞ､ﾒｯﾄﾗｲﾌ､ｽﾎﾟﾃｨﾌｧｲ､ｸｱﾙｺﾑ､ｱﾌﾗｯｸ､Tﾓﾊﾞｲﾙ 2/3 ﾛｼｭ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ､ﾒﾙｸ､ｼｪﾙ､INGｸﾞ
ﾙｰﾌﾟ､ﾊﾞｲｵｼﾞｪﾝ､ｲｰﾗｲﾘﾘｰ､ﾌﾟﾙﾃﾞﾝｼｬﾙ､ｱﾏｿﾞﾝ､ｽﾅｯﾌﾟ､ﾌｫｰﾄﾞ 2/4 ｻﾉﾌｨ､ﾘｼﾞｪﾈﾛﾝ･ﾌｧｰﾏ､ﾌﾞﾘｽﾄﾙﾏｲﾔｰｽﾞｽｸｲﾌﾞ

1/31 ⼩野薬､商船三井､清⽔建設､阪急阪神ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ､味の素､⽇⽴建機､TDK､塩野義薬､ﾏｷﾀ､JSR､⽇⽴⾦､NEC､JR
東⽇本､ｺﾏﾂ､JR東海､ｺｴﾃｸH､積⽔化学⼯業､第⼀三共､ﾚｰｻﾞｰﾃｯｸ､ｶﾞｲｼ､住友化､ﾋﾛｾ電機､りそなHD､京ｾﾗ､SCSK､LIXIL､
栗⽥⼯業､⼤ｶﾞｽ 2/1 CTC､京王電鉄､ﾌﾞﾗｻﾞｰ⼯業､⼤塚商会､ﾍﾞﾈﾌｨﾄ､村⽥製､HOYA､ﾛｰﾑ､ANAHD､野村HD､ｷｰｴﾝｽ 2/2 ｱ
ｽﾃﾗ薬､ｱｲｼﾝ､ｿﾆｰG､JAL､ZHLD､⽇⽴､ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ､豊⽥通商､MUFG､三菱電､豊⽥織､ﾃﾞﾝｿｰ､三井住友FG､ｴﾑｽﾘｰ､みずほ
FG 2/3 川崎汽船､ｴｰｻﾞｲ､伊藤忠､三井物､三菱商､ﾒﾙｶﾘ､住友電⼯､ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ､花王､Monot､武⽥薬､ｺﾅﾐHD､中外薬､⽇本製
鉄､東ｿｰ､三菱ｹﾐH､ｱｽﾞﾋﾞﾙ､任天堂､⽇本郵船､⽇清⾷品H 2/4 住友商､⽇産化､三井不､ｽｽﾞｷ､ﾐﾈﾍﾞｱ､太陽誘電､千葉銀⾏､
⼩林製薬､ｽｸｴﾆH､王⼦HD､ｲﾋﾞﾃﾞﾝ､ｵﾘﾝﾊﾟｽ､ﾀﾞｲﾌｸ､ﾘｺｰ､NTTﾃﾞ､島津製作所､TIS､ｷｯｺｰﾏﾝ

過去３年高値・安値はザラ場ベース / 当社が信頼できると判断した情報に基づき作成
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